
平成３１年４月２４日　総合戦略・政権評価特別委員会

参議院議員通常選挙に向けた全国知事会の対応について（案）

　　１．「持続可能な日本の創成に向けた提言」（別紙）により、

　　　 政党要件を満たす全政党を対象として要請活動を行う。　　
　　　※政党要件・・・国会議員５人以上または国政選挙で２％以上の得票を得たもの。

　    参議院議員通常選挙において、全国知事会の主張が各政党の選挙公約に盛り込まれるよう、
   各政党へ要請活動を行い、選挙公約の評価を実施する。

①基本方針

②実施方法

　　２．各政党の選挙公約について、「持続可能な日本の創成に向けた提言」に基づき、
　　　   「定性評価」により評価を実施する。
　　　　ただし、衆議院が解散され、衆参同日選挙となった場合には、「点数評価」を実施する。

　　　※「定性評価」は、①総評、②評価できる点、③評価できない点、の３項目で、コメントにより評価を行うもの。
　　　　　※各政党が公表した選挙公約を対象として、本委員会の委員が評価を実施し、委員長が結果を取りまとめる。
　　　　　※過去の実施状況・・Ｈ２８・Ｈ２５・Ｈ１９参院選・・定性評価、Ｈ２９・Ｈ２６・Ｈ２４・Ｈ２１衆院選・・点数評価、Ｈ２２参院選・・評価実施せず

　　３．衆議院解散・政界再編など、政局の変動に留意する。

　　　※状況に応じて、会長及び委員長の判断により対応する。

資料１
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７月下旬頃 - 全国知事会議（富山県）

６月２６日 通常国会会期末 -

５月中旬頃 - 各政党へ要請活動

期日 政治日程 全国知事会日程

４月２４日

公示前

７月４日※

７月２１日※

③想定スケジュール（Ｐ）

- 総合戦略・政権評価特別委員会

- 選挙公約評価の実施・公表

通常選挙　公示 -

通常選挙　投開票 -

※　報道ベース
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